
ウクライナ週報１０-３３ - 1 - 

 
#10-33 

【８月７日～８月１３日】 

〔ウクライナの報道をもとに作成〕 

平成２２年８月１７日 

在ウクライナ大使館 
 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

・１１日、国家保安庁は、「バチキフシチナ（祖国）」党のク

リミア支部が入居する建物の家宅捜査を実施。ＢＹＴは、

同捜査は党の活動に対する政治的な妨害であると非難。 
・１１日、ジャルティ・クリミア自治共和国首相は、遠からず

ロシア語は同地域の地域語の地位を得ることになると発

言。 
・１２日、内務省は、シャグスバロフ・ボリスポリ国際空港社

長を新ターミナル建設資金横領の疑いにより拘束したと

発表。その後、ジマ内務次官は、同発表を否定。 
・１３日、キエフ地区行政裁判所は、「５カナル」及びＴＶｉ

の放送周波帯使用許可停止及び放送ライセンス剥奪を

求める訴訟にかかる公聴会を１６日に行うと発表。ＴＶｉは、

同公聴会実施の情報すらＴＶ局側には与えられておらず、

今後ホロシコフスキー国家保安庁長官の圧力により一方

的な判決が下される恐れがあるとし、ヤヌコーヴィチ大統

領に同問題解決のための面会を求める公開書簡を発

出。 
２．経済 

▼マクロ統計 

・１１日、チギプコ副首相は、同日、閣僚会議が２０１１年のＧ

ＤＰ成長率を４．５％、インフレ率を１０．８％とする経済見通

しを承認したと発言。 

・１３日、経済省は、ＩＭＦとの合意を受けて２０１０年のインフ

レ率見込みを現行の１３．１％から１２．３％に修正したと発

表。 

▼政策 

・１０日、クリューエフ第一副首相は、閣僚会議はクリミア自治

共和国の発展のため７億グリブナを割り当てる予定である、

８月末までに開発のための社会・経済プログラムを完成させ

ると発言。 

▼財政・税制 

・１０日、コルロフ財務第一次官は、ウクライナの高所得者層

は貧困者層の約３５倍の所得を有しており、税制案に個人所

得を対象にした累進課税を導入すべきと発言。 

・１２日、アキーモヴァ大統領府第一副長官は、税制案につ

いて、ヤヌコーヴィチ大統領が主張するビジネスの権利・自

由の保護に関する規定を盛り込まなければならないと発言。

また、税制案は今秋に採択、２０１１年中旬から実施される予

定とも発言。 

・１２日、イェフメンコ財務次官は、２０１１年１月１日よりＶＡＴ

還付が自動的に行われるようになると発言。 

▼ＩＭＦ 

・９日、政府関係者は、ＩＭＦと締結したメモランダムに基づき、

以下の政策を実施する必要があると発言。 

－家庭用及び熱供給会社用の国内ガス販売価格を輸入価

格の水準になるまで段階的に引き上げ。２０１１年４月には５

０％引き上げ。 

－女性の年金支給開始年齢について、現行の５５歳を最終

的に６０歳となるよう段階的に引き上げ（２０１０年から毎年半

年分を引き上げ）。 

－２０１０年を通じたネットの外貨準備高が１６３億１，２００万

米ドルを下回らないこと。 

－２０１０年末までに未還付ＶＡＴを完済すること。 

・１１日、チギプコ副首相は、ＩＭＦ合意について、一部の政

治家はいくつかは履行できないのではないかと指摘してい

るが、ウクライナは全ての約束を履行する、さもなければ国

家としての評判を落とし、投資家からの信頼を失うと発言。 

▼農業 

・１１日、クリューエフ第一副首相は、多数の穀物輸出業者が

食料用小麦を飼料用と不正申告して輸出している、また穀

物価格を操作しているなど法令違反を犯しており、国内穀

物市場の管理を強化する必要があると発言。 

・１１日、チギプコ副首相は、穀物の輸出割当を導入する場

合、事前にアナウンスするであろうし、全ての穀物に適用す

ることはないであろうと発言。 

・１１日、プリシャジニュク農業政策相は、穀物の輸出割当を

導入する場合、食品安全保障の観点から主として小麦が対

象になると発言。また、政府の政策としては、輸出割当のア

プローチを採用しており、輸出禁止に向けた如何なる措置

もまだ取っていないとも発言。 

・１３日、クリメンコ・ウクライナ穀物協会社長は、ウクライナ政

府は１３日、穀物輸出に関する会合を開催し、大麦及び小麦

の輸出に対して５００万トンの輸出割当を導入する予定であ

ると発言。 

・１３日、ピャトニツキー経済次官は、ウクライナの穀物輸出

規制は、一定期間のみ実施され、また国家の食糧安全保障

を目的としているため、ＷＴＯ加盟国によるウクライナへの

制裁は予想されないと発言。 

・１３日、ウクライナ検察当局プレスサービスは、穀物輸出を

含む穀物市場における法規制遵守状況の調査を開始したと

発表。 

・１３日、ウクライナ国家関税局は、穀物輸出会社４社（Serna, 

Vitalmar Agro Ltd., Alfred C. Toepfer International, Agroextra 

enterprise）について、穀物輸出に際して不正確な穀物価格

の申告を行う違法行為があったと発表。 
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▼ガス問題 
・１２日、国家統計局は、ウクライナの上半期の天然ガス輸入

量が対前年同期比－５％減少、３９億３，４７３万７，０００ドル

減少したと発表。天然ガス輸出量も対前年同時期比１１．

６％減少し、１６１万３，０００ドル。ガスコンデンセートを含む

原油の輸入量は対前年比８８．１％増加し、１９億９，４３２万６，

０００ドル。 

▼その他 

・９日、ウクライナ中央銀行は、８月１０日より、基準割引率を

現行の８．５％から７．７５％に引き下げると発表。 

３．外政 

▼１１日、ウクライナ・露電話首脳会談 
・メドヴェージェフ露大統領はロシアの森林火災に際するウ

クライナの支援に感謝。 

・両首脳は、両国間貿易関係が最近５ヶ月間で２倍近く増加

し、１２０億ドルに達したことにつき協議。 

４．防衛 

・１０日、ヤヌコーヴィチ大統領は、最高会議にて採択されて

いた兵器及び民生軍事技術の国際輸送の国家管理にかか

る法案への署名を拒否。 

・１３日、ヤヌコーヴィチ大統領は、大統領府のウクライナ軍

に対する管理システムの効率化にかかる大統領令を発出。 

・１３日、産業政策省は、ウクライナ・中国間の軍事技術協力

の規模を２０１２年までに１２億ドルまで拡大する計画を発

表。 

・１３日、アントノフ製作会社キヴァ社長は、ロシアとウクライ

ナの共同開発軍用輸送機アントノフ-７０を２０１１年にアップ

グレードさせると発表。

 

Ｂ．その他の動き 

 

８／１０ （火） 

・クリューエフ第一副首相は、森林火災発生の危険が高いハ

リコフ州の陸軍南部司令部の所有する第６１武器庫の弾薬を

全て他の地域に移動させることを発表。 

８／１２ （木） 

・ヤヌコーヴィチ大統領は、ルスナク空軍司令官を罷免し後

任にオニシチェンコ同第一副司令官を任命。 

（了） 


